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はじめに
　関西の地盤沈下がいわれるようになって久しい。全国に占める生産額割合の低下や、本社機
能の東京への移転等、別に昨今始まった新しい現象というわけでもないが、いわれ続けてきた
割には抜本的な対策が行われてきてはいない。高度情報化やグローバル化といった最近のコン
テクストの中でこの問題を捉え直す試みも始まってはいるが、小稿では、オバマ米大統領就任
以来、様々な国で始まっているグリーン・ニューディールを関西で模索・検討してみたい。地
球温暖化危機という世界的な問題だけではなく、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災や福島第 1
原子力発電所の事故によって、エネルギー政策の再検討が必要となっている。日本で一番原子
力発電に依存している関西も同様である。このような差し迫った環境問題を解決してゆくなか
で、この種の政策が地盤沈下の進む関西経済の復興にも寄与できるとすれば、それを実現して
ゆくしかない。関西でこのような一挙両得の政策を目指すものこそ、関西グリーン・ニューデ
ィールである。
　以下では次のような順に考察してゆく。まず第 1～ 2節では、大阪や関西 2府 4県全体の構
造変化を、自給自足構造の観点から考察する1）。この点にこそ、関西の地盤沈下が集約的に表わ
れているからである。第 3節で関西の電力事情と、再生可能エネルギーの 1つである太陽光発
電の普及について、その経済効果を中心に考察する。
1 　大阪の自給自足構造の変化
　近畿圏で経済的に約半分の規模を有する大阪経済の自給自足構造が、1965 年からの 40 年間
1）	 2011 年 12 月 7日に開催された関西大学経済・政治研究所第 194 回産業セミナーでは、近畿 2府 4県別の自
給自足構造を詳細に紹介した。同研究所刊行の『調査と資料』108 号「近畿の産業連関」も参照されたい。
	 	 なお、文中図 6および表 4以外のすべての図表は筆者作成である。
第 194 回産業セミナー
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にどのように変化したのかを検討したい。大阪府産業連関表から計算される自給自足率やスカ
イライン図表の定義は以下の通りである 2）。
　αｉ＝（Ｉ－Ａ）
－1 Ｆｉ：府内最終需要をすべて府内で生産するとしたら必要な府内生産額
　βｉ＝（Ｉ－Ａ）
－1 Ｅｉ：他府県への移輸出を生産するのに必要な府内生産額
　γｉ＝（Ｉ－Ａ）
－1 Ｍｉ：移輸入をもし府内で生産するとしたら必要な府内生産額
　Ｓｉ＝ 100	×（1＋βｉ/αｉ－γｉ/αｉ）
　ただし、Ｆ：府内最終需要ベクトル、Ｅ：移輸出ベクトル、Ｍ：移輸入ベクトル
　　　　　Ｉ：単位行列、Ａ：投入係数行列（競争移輸入表）
　このＳが自給自足率であるが、Ｓは府内の最終需要を全部自給自足すると想定したときに必
要な域内生産額を 100％と設定し、それに、他府県への移輸出によって域内生産額が増加する
割合（βｉ/αｉ）を加え、逆に他府県からの移輸入によって域内の生産が代替され減少する割
合（γｉ/αｉ）を引いたものである。
　これを図示したものがスカイライン図表である。右下図のように、横軸には生産構成比をと
り、縦軸にはαｉの水準を100％としたときに、これに移輸出に
よって生産が誘発される割合であるβｉ/αｉをまず積み上げる。
これが各産業の棒グラフの最高位水準となる。しかし移輸入す
ることによる域内生産の誘発漏出もあるので、この割合である
γｉ/αｉを最高位から引いた水準（図では太線部分）が自給自
足（Self-Sufficiency）水準を表すことになる。移輸入の割合は
薄い網掛部分のよって表されるので、移輸入による域内生産の
代替割合を視覚的に理解することも可能である。
　表1が大阪の生産構成と自給自足率である。大阪で1960年当初最も自給自足率が高かったの
は金属製品で、以下降順に電気機械、商業、その他の製造業、繊維製品、金融・保険・不動産、
一般機械、皮革・ゴム製品であった。伝統的に商業は高く、他方で農林水産業、鉱業、食料品、
そして輸送機械や精密機械等は 100％を切る低い自給自足率であった。しかしこれらの自給自
足率の低い産業は、全体のなかでの生産構成も低く、したがって大阪経済全体としては 123.6
％という高い自給自足率を達成できた。それがその後の45年の間に大きく変貌してゆくことに
なる。まず全体としての自給自足率は、1985 年には 134.3％とさらに高くなったが、その後は
ずっと長期低落傾向である。とはいえ 2005 年にも 110％を超えており、他府県に比較しても低
いとはいえない。長期の傾向としては、100％を切るまでに自給自足率が低下したのが繊維製
品、皮革・ゴム製品、窯業・土石製品、電気・ガス・水道であり、特に繊維製品は 100％以上
も下落している。これらの産業の多くは生産の構成比も低下したが、繊維製品は8.3％から0.6
2 ）	環太平洋産業連関分析学会編（2010）『産業連関分析ハンドブック』東洋経済新報社 等を参照。
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％にまで下落している。輸送機械や精密機械、食料品等は当初より自給自足率は 100％を下回
っていたが、それが 45 年間でさらに大きく下落している。
表 1　大阪の生産構成と自給自足率
生産構成（％） 自給自足率（％）
1960 1970 1985 1990 1995 2000 2005 1960 1970 1985 1990 1995 2000 2005
農林水産業 0.8 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 10.4 5.2 7.8 9.1 7.6 7.6 9.6
鉱業 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 1.6 0.7 8.9 7.1 12.8 7.4 1.2
食料品 7.5 3.5 2.5 2.3 2.3 2.0 1.8 81.0 53.4 52.4 63.3 57.6 55.0 42.4
繊維製品 8.3 3.9 2.0 1.8 1.3 0.9 0.6 185.6 163.5 107.5 127.9 93.8 112.3 70.7
木製品・家具 1.3 1.2 0.9 1.0 0.7 0.5 0.5 75.0 91.9 118.7 108.5 86.3 93.2 82.5
パルプ・製紙・印刷 2.0 1.5 1.1 1.0 0.8 0.7 0.5 94.9 97.1 96.0 123.8 79.8 85.9 64.6
皮革・ゴム製品 0.8 0.5 0.5 0.5 0.4 0.3 0.3 149.8 116.6 137.8 138.3 109.1 96.1 78.8
化学工業 4.6 4.5 4.0 3.6 3.3 3.5 3.1 136.1 169.4 174.0 187.7 161.0 180.8 135.4
石油・石炭製品 0.3 1.8 1.6 1.1 0.8 1.1 1.6 24.3 114.1 102.8 102.6 62.3 59.9 105.1
窯業・土石製品 1.2 0.9 0.6 0.5 0.4 0.4 0.3 105.8 86.7 90.8 66.9 64.1 68.9 61.8
鉄鋼・非鉄金属 9.4 6.8 5.2 4.7 3.1 2.7 3.0 120.7 174.7 198.6 175.9 159.3 194.6 157.3
金属製品 3.9 3.8 3.2 3.3 2.9 2.3 2.0 334.9 262.8 306.6 188.0 225.5 230.7 206.0
一般機械 6.4 5.3 5.0 4.5 3.7 3.2 3.4 171.5 175.1 204.1 180.9 218.2 179.5 161.1
電気機械 6.3 3.7 5.3 5.0 4.4 4.2 3.2 248.5 158.8 171.0 195.3 146.4 138.7 115.7
輸送機械 2.7 2.8 2.1 1.6 1.3 1.0 1.0 87.2 72.7 90.5 66.4 75.7 51.9 42.3
精密機械 0.3 0.3 0.4 0.3 0.2 0.2 0.2 84.8 88.4 109.9 105.8 86.0 65.4 48.0
その他の製造業 3.2 3.5 4.5 4.5 4.0 3.7 2.3 200.3 134.4 187.5 138.1 158.3 136.5 113.0
建築 6.2 7.2 5.4 7.3 6.2 5.4 4.9 101.5 105.7 103.3 100.3 101.7 102.1 102.1
電力・都市ガス・水道 1.9 1.4 2.6 2.2 2.6 2.7 2.6 112.6 82.7 118.3 117.7 106.8 96.8 96.2
商業 12.1 14.3 17.6 14.7 17.7 15.7 17.5 244.7 157.1 239.3 117.9 129.4 141.2 187.6
運輸・通信 3.6 7.8 7.0 6.3 7.4 7.8 7.5 136.1 123.0 133.3 127.4 124.5 115.8 117.5
金融・保険・不動産 5.1 9.8 9.7 11.3 11.1 12.4 13.0 177.6 156.3 128.0 129.8 119.7 117.7 110.2
公務 1.0 1.5 1.5 1.5 1.8 2.6 3.0 100.0 100.0 100.7 100.0 104.9 100.6 99.3
その他のサービス 8.5 11.3 16.4 20.1 22.9 26.0 27.2 125.1 102.1 122.3 131.5 122.3 119.1 108.6
分類不明 2.5 2.5 0.8 0.7 0.6 0.6 0.4 108.2 146.5 132.3 96.1 104.4 118.0 84.4
内生部門計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 123.6 116.9 134.3 122.6 118.9 116.9 111.6
　このように大阪では、自給自足率が下落傾向であったり、上下に変動を繰り返したりしてい
る産業がほとんどであり、上昇を続けているような産業を見出すことは困難であるが、化学工
業や鉄鋼・非鉄金属、金属製品、一般機械、電気機械などは、生産構成は低下しているものの、
自給自足率は健闘している。一方サービスでは、商業、金融・保険・不動産、その他のサービ
スも自給自足率は 100％を超えてはいても、上昇を続けているわけではない。しかし生産構成
が大幅に伸びているために、全体の自給自足率に大きく影響している。
　図 1～図 2のスカイライン図表を比較すると、45年間に大阪経済がいかに大きく変貌したか
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が一目でわかる。それとともに、大阪にとって商業部門の変わらない重要性も理解できる。経
済のサービス化によって、製造業は全体として左方向に押され、自給自足率が低下して下方向
にも押されたために、大きく縮小した感がある。
2 　近畿全体の自給自足構造の変化
　では次に、大阪を含む広域の近畿2府 4県の自給自足構造を検討しよう。まず1965年の全体
としての自給自足率は 116.3％であり、当時は日本全体で中部地方に次ぐ 2 番目に高い水準で
あった。全体としてのこの水準は、特に鉄鋼製品や繊維製品の高い移輸出率を反映したもので
あり、この 2産業の競争力が当時いかに高かったかを示している。
　しかし全体としての自給自足率はその後一貫して低下を続け、1995 年以降は 102％前後で推
移している。1965 年以降 30 年間で 14％も低下したことになる。この 102％という自給自足率
は、2005 年には中部地方、中国地方、関東地方に続く 4番目の水準で、全国 9地域のほぼ中程
に位置している。
　2005 年に自給自足率が高い産業は、降順に、一般機械、鉄鋼製品、その他の輸送機械、電気
機械、金属製品、商業サービス、化学製品といった具合で、製造業に多くみられる。そのうち
一般機械は、変動を繰り返しつつも自給自足率は大幅に上昇をしている。また、1965 年当初に
自給自足率が最も高かった鉄鋼製品は、1975 年にかけて大幅に上昇したものの、それ以降は
1995年まで低下を続け、最近になって再び上昇している。他方、1965年当時は主力産業の1つ
図 1　大阪府 1960 年のスカイライン図表
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図 2　大阪府 2005 年のスカイライン図表
表 2　近畿地方の自給自足率（％）
産　業　部　門 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005
農林水産業 38.8 37.2 32.9 30.4 30.3 32.8 31.9 36.7 34.4
鉱業 16.1 21.8 7.4 8.1 7.3 20.1 12.0 9.2 4.2
食料品 88.1 97.3 86.3 81.9 79.4 75.8 76.1 73.5 78.7
繊維製品 211.0 191.3 174.6 169.0 200.3 144.7 101.2 104.7 91.5
木材・木製品 99.5 102.5 105.7 95.6 98.8 91.2 75.2 78.7 77.5
パルプ・紙・出版・印刷 85.7 81.5 86.5 86.3 96.0 95.5 92.6 92.2 94.0
化学製品 129.8 120.6 132.0 117.9 127.1 117.8 113.2 118.6 115.1
石油・石炭製品 75.4 81.0 101.9 92.4 93.6 84.0 87.1 85.5 79.1
窯業・土石 110.9 107.3 107.5 110.3 118.7 108.7 100.1 108.0 111.0
鉄鋼製品 217.3 198.1 256.5 246.0 215.4 170.5 159.5 178.5 189.5
非鉄金属製品 90.0 75.7 78.5 100.3 89.9 83.0 86.9 85.2 67.5
金属製品 184.9 179.3 181.5 182.4 171.9 147.8 132.2 136.8 138.6
一般機械 145.6 141.8 163.3 186.1 178.4 157.7 181.7 197.0 200.0
電気機械 166.0 146.0 162.5 174.5 166.5 143.3 149.6 144.5 156.5
自動車 65.5 48.2 62.3 59.9 71.4 50.3 72.9 78.1 66.1
その他の輸送機械 182.9 152.2 195.2 148.1 167.8 181.3 162.9 202.2 179.9
精密機械 88.6 92.3 101.2 102.0 123.2 103.2 109.7 105.7 95.4
その他の製造業 185.6 153.4 157.0 152.2 157.4 136.8 122.0 104.6 100.6
建設・土木 100.8 100.5 100.9 100.5 100.4 100.4 100.1 100.5 100.7
電気・ガス・水道 107.1 100.7 110.4 104.0 101.0 102.1 97.3 104.9 101.0
商業 132.4 122.1 118.9 120.0 110.3 116.9 108.3 108.2 118.5
金融・保険・不動産 108.7 109.2 110.9 104.1 100.4 103.5 101.3 101.0 100.6
運輸 132.8 126.7 122.3 110.6 114.8 102.6 99.1 99.5 102.0
サービス 103.7 101.2 101.5 103.1 98.3 96.4 97.3 97.2 95.9
公務 100.0 100.0 100.0 100.2 100.2 100.0 100.0 100.0 99.5
分類不明 101.5 108.6 112.4 107.7 113.1 97.9 97.5 101.4 90.7
全体 116.3 114.1 112.8 110.1 109.2 104.6 102.3 102.6 102.8
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であった繊維製品の自給自足率は、一貫して低下傾向にあり、1985 年に一度返り咲きをみせて
いるがその後はやはり低下を続け、2005 年には 91.5％にまで低下した。
　図 3 ～ 4 のスカイライン図表をみると、1985 年からの 20 年間にも構造が大きく変わってき
図 3　近畿地方 1985 年のスカイライン図
図 4　近畿地方 2005 年のスカイライン図
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ていることがわかる。鉄鋼製品は未だ競争力を維持しているが、電気機械や一般機械が製造業
では主力産業となっており、全体では商業や金融・保険・不動産、一般サービスがしめる割合
が圧倒的になっている。その分、移輸出の割合が高い鉄鋼製品や一般機械等の機械類は、徐々
に左側に移動していっている。
3 ．関西グリーン・ニューディール
　2011 年 3 月 11 日に起こった東日本大震災は、地震と津波に留まらず、福島第 1 発電所のメ
ルトダウンを引き起こし、さらに放射能汚染、被爆、風評被害、計画停電といった様々な問題
を誘発した。この年は日本全体が原発騒動の1年となったが、関西にとっても他人事ではない。
関西は日本でも最も原発への依存が高い地域だからである。図5は、電力10社のホームページ
から筆者が計算したものであるが、これを見ても、関西電力は北海道電力と並んで、原子力に
よって 40％を超える最も高い割合で発電している。いま、まさに原子力に依存したこのエネル
ギー利用のあり方が問われているのである。
図 5　電力 10 社の電源構成（2010 年近辺）
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　ところで産業連関表からは、関西の電力事情に関してどのようなことがわかるのだろうか？
　表 3は産業連関表基本表から、原子力や火力発電等の 4つの発電に関して、その投入構造を
要約し、また発電単価を求めたものである。原子力発電の中間投入率は際だって低く、逆に付
加価値率は異常に高い。火力発電と比較するならば、その差は歴然である。原子力による電力
生産の中間投入原材料はわずかに 3 割程度であり、7 割が付加価値をしめる。その付加価値の
なかでは資本減耗引当、すなわち減価償却が最も大きな割合をしめるが、営業余剰も生産額の
2割もしめており、わずかに2～ 3％しかない火力発電との格差は大きい。つまり、ひと言でい
うならば、原子力発電は儲かるのである。
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　ところで、原子力発電は通常よく言われるように、本当に火力発電よりも安いのだろうか。
有価証券報告書から試算した研究もあるが3）、ここでは産業連関表から計算してみよう。表3下
段にはまず原子力、火力、水力等の2005年の発電量が記載されており、この発電量で産業連関
表の各種数値を割ることによって、1kWh当たりの数値を計算することができる。まず発電に
当たっての経常経費である原材料という意味で、中間投入額を割ると、原子力発電は 5.92 円
（1kWh当たり）であるのに対して、火力発電は 9.31 円となっている。さらに将来への更新積
立である減価償却費も含めて計算すると、原子力発電は 10.81 円であるのに対して、火力発電
は 11.36 円となっている。このように産業連関表から計算するならば、通常いわれているよう
に、原子力発電の方が単価は安いことになる。しかし 1kWh当たりの付加価値も計算に含める
ならば、付加価値率が圧倒的に高いことによって原子力発電の方がはるかに高くなる。したが
って、すべてを合わせた 1kWh当たりの生産額で比較すると、原子力発電の方が高くなってい
る。これはどういうことか。減価償却も含め原材料の上では、確かに原子力発電の方が安いも
のの、それをその単価のまま売るのではなく、利益も含めて、火力によって発電した電力と区
別なく販売するならば、実は原子力発電は高いことを意味している。ひと言でいえば、原子力
発電は儲かるということであり、これこそ電力会社が原子力発電に固執し、他の電源への移行
を渋る所以でもある。
3）	大島堅一（2010）『再生可能エネルギーの政治経済学』東洋経済新報社参照。
表 3　関西地方の発電投入構造と発電単価
事業用
原子力発電
事業用
火力発電
水力・その他
の事業用発電
自家発電
発電投入構造
中間投入計 30.6％ 65.0％ 33.8％ 65.1％
宿泊・日当 1.4％ 0.5％ 1.5％ 0.8％
交際費 0.5％ 0.2％ 0.6％ 0.3％
福利厚生費 0.7％ 0.3％ 0.9％ 0.5％
雇用者所得 11.3％ 10.2％ 14.0％ 13.1％
営業余剰 20.8％ 3.4％ 18.9％ 0.0％
資本減耗引当 25.3％ 14.3％ 18.8％ 14.9％
間接税（除関税・輸入品商品税） 9.3％ 6.1％ 11.6％ 5.4％
（控除）経常補助金 0.0％ 0.0％ － 0.1％ 0.0％
粗付加価値部門計 69.4％ 35.0％ 66.2％ 34.9％
地域内生産額 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
発電単価
発電量（100 万kWh） 69,552 65,016 16,632
1kWh当たりの中間投入（円） 5.92 9.31 2.50
1kWh当たりの中間投入・減価償却（円） 10.81 11.36 3.89
1kWh当たりの付加価値（円） 13.41 5.02 4.88
1kWh当たりの生産額（円） 19.33 14.33 7.38
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　しかし原子力発電は必ずしも安いわけではない、環境に優しいわけでもない、安全性にも問
題がある、廃炉の方法や核燃料廃棄物の最終処分方法も未解決である。さらには住民の反対に
よって原発の更新や新規建設も困難であるとするならば、今後のエネルギー政策は原子力を中
心として展開することはできない。その点では、原子力へのの依存度が高い関西は苦境に立た
されるが、今後は再生可能エネルギーを中心に展開するならば、逆に関西に有利な展開となる
と考えられる。関西には例えば図 6のように太陽電池の生産工場が集中している。また、リチ
ウムイオン電池の生産工場も然りである。さらに表 4をみてもわかるように、エコ家電やエコ
関連商品等の工場も関西への立地が多い。したがって太陽光発電の設置が全国的に増えれば、
関西圏の工場への受注も増え、そのための原材料等の自給率が高く需要の他地域への漏出も少
なければ、関西は経済的にも活況を呈することになる。
　表 5 は太陽電池生産メーカーの生産計画をもとに、それが関西圏に誘発する生産誘発効果、
雇用誘発効果等を関西の産業連関表から求めたものである。原材料の生産等を通して直接誘発
する第 1次効果だけではなく、増加する所得・消費を通して間接的に誘発される第 2次効果も
含んだ総合効果を示している。全体としての生産誘発額は約 7兆 5,083 億円にも上り、就業者
の誘発数も41万人を超えている 4）。いかに太陽光発電パネルの生産波及効果が大きいか、そし
4）	この詳細は良永康平（2012）「近畿の産業連関」関西大学経済・政治研究所『調査と資料』108 号を参照さ
れたい。
図 6　太陽電池の主要生産拠点
出所）関西社会経済研究所（2010）『関西経済白書 2010 年版』170 ページ。
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てその普及のための政策が重要であるかがわかる。
　経済と環境をともに新規に立て直す、いわゆるグリーン・ニューディールが注目を集めてい
るが、太陽光発電や環境関連製品の普及は、地盤沈下の進む関西経済の活性化にも意義のある
政策である。関西は、様々な問題のある原子力発電に拘泥すべきではなく、むしろ積極的に新
しいエネルギーの開拓に乗り出し、エネルギー革命の先導者として、新たな環境経済の構築を
目指すべきなのである。
表 4　環境関連の主要製品・サービスの地域別生産額・シェア	 （単位：億円）
製品・サービス
生産額（下段はシェア）
全国 関西 関東 中部 その他
太陽電池
4,018 3,159 － 220 639
100.0％ 78.6％ － 5.5％ 15.9％
燃料電池
48 12 35 － 1
100.0％ 24.3％ 73.2％ － 2.1％
蓄電池
　鉛電池
1,225 467 245 316 198
100.0％ 38.1％ 20.0％ 25.8％ 16.2％
　ニッケル電池
1,120 396 21 652 51
100.0％ 35.4％ 1.9％ 58.2％ 4.6％
　リチウムイオン電池
2,708 1,414 － 1,297 1,297
100.0％ 52.2％ － 47.9％ 47.9％
薄型テレビ
10,334 2,966 4,628 2,151 589
100.0％ 28.7％ 44.8％ 20.8％ 5.7％
エコ家電
　冷蔵庫
2,347 1,000 333 343 671
100.0％ 42.6％ 14.2％ 14.6％ 28.6％
　エアコン
525 223 75 123 104
100.0％ 42.5％ 14.3％ 23.4％ 19.8％
LED照明
150 92 26 8 24
100.0％ 61.3％ 17.3％ 5.3％ 16.0％
出所）関西社会経済研究所（2010）『関西経済白書 2010 年版』186 ページ。
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表
5　
近
畿
地
方
に
お
け
る
太
陽
電
池
の
生
産
が
近
畿
地
方
に
も
た
ら
す
総
合
経
済
効
果
総
合
（
第
1・
2
次
波
及
）
効
果
総
合
（
第
1・
2
次
波
及
）
効
果
生
産
誘
発
額
付
加
価
値
誘
発
額
雇
用
者
所
得
雇
用
誘
発
数
生
産
誘
発
額
付
加
価
値
誘
発
額
雇
用
者
所
得
雇
用
誘
発
数
1
 耕
種
農
業
11
,6
83
6,
77
1
74
5
5,
57
3
46
 自
動
車
・
部
品
・
付
属
装
置
21
,5
86
3,
36
9
1,
70
0
53
0
2
 畜
産
3,
76
3
1,
16
4
36
4
1,
28
8
47
 船
舶
・
同
修
理
28
3
11
0
67
10
3
 農
業
サ
ー
ビ
ス
94
2
57
5
31
1
14
8
48
 そ
の
他
の
輸
送
機
械
・
同
修
理
3,
10
3
90
9
63
4
97
4
 林
業
65
4
25
5
67
39
49
 精
密
機
械
3,
62
3
1,
43
2
87
9
16
3
5
 漁
業
3,
12
0
1,
94
2
44
8
46
7
50
 そ
の
他
の
製
造
工
業
製
品
9,
59
2
3,
48
1
2,
08
8
61
0
6
 鉱
業
－
27
－
17
－
14
－
1
51
 建
築
0
0
0
0
7
 食
料
品
75
,5
13
26
,8
63
9,
57
9
5,
48
2
52
 建
設
補
修
65
,1
67
29
,3
99
22
,2
33
4,
44
1
8
 飲
料
21
,0
86
11
,2
88
1,
85
5
25
7
53
 公
共
事
業
0
0
0
0
9
 飼
料
・
有
機
質
肥
料
・
た
ば
こ
1,
65
9
42
3
12
7
7
54
 そ
の
他
の
土
木
建
設
0
0
0
0
10
 繊
維
工
業
製
品
8,
16
3
3,
02
6
2,
20
7
83
8
55
 電
力
29
7,
53
1
25
2,
87
1
21
0,
72
0
3,
33
7
11
 衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
既
製
品
13
,2
99
4,
40
9
2,
79
0
2,
13
7
56
 ガ
ス
・
熱
供
給
25
,8
81
7,
32
7
3,
32
6
46
7
12
 製
材
・
木
製
品
2,
71
0
1,
14
3
60
9
19
9
57
 水
道
24
,3
13
12
,4
26
4,
58
0
50
1
13
 家
具
・
装
備
品
4,
44
4
1,
58
2
1,
05
9
29
3
58
 廃
棄
物
処
理
7,
95
8
5,
87
3
4,
28
9
61
2
14
 パ
ル
プ
・
紙
・
板
紙
・
加
工
紙
1,
90
4
43
6
15
1
38
59
 商
業
98
2,
89
3
67
8,
84
2
35
5,
36
3
11
0,
13
9
15
 紙
加
工
品
22
,4
38
7,
69
6
4,
51
1
1,
27
5
60
 金
融
・
保
険
26
1,
55
5
16
5,
74
4
67
,3
84
8,
98
8
16
 印
刷
・
製
版
・
製
本
27
,1
01
14
,7
89
8,
36
1
1,
94
5
61
 不
動
産
仲
介
及
び
賃
貸
（
帰
属
込
）
27
1,
45
4
22
3,
81
4
15
,7
50
3,
11
9
17
 無
機
化
学
工
業
製
品
23
,0
78
7,
43
9
2,
80
0
67
7
62
 鉄
道
輸
送
30
,7
58
18
,7
09
6,
62
7
1,
00
4
18
 石
油
・
有
機
化
学
・
合
成
樹
脂
20
,4
30
3,
72
6
1,
47
6
27
7
63
 道
路
輸
送
・
自
家
輸
送
10
2,
43
2
69
,5
94
53
,3
32
11
,1
17
19
 化
学
繊
維
・
肥
料
・
医
薬
品
等
最
終
化
学
製
品
24
,4
96
7,
13
1
2,
99
1
56
4
64
 水
運
・
航
空
輸
送
16
,0
44
5,
78
4
3,
02
9
42
9
20
 石
油
・
石
炭
製
品
44
,1
19
13
,1
77
50
2
10
6
65
 貨
物
利
用
運
送
2,
28
2
1,
49
9
1,
12
0
19
6
21
 プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
12
8,
75
1
40
,7
20
27
,7
18
6,
42
3
66
 倉
庫
20
,1
14
12
,2
77
7,
08
6
1,
65
6
22
 ゴ
ム
製
品
5,
08
1
2,
00
6
1,
20
9
30
0
67
 運
輸
付
帯
サ
ー
ビ
ス
38
,8
50
24
,3
72
9,
82
7
1,
95
5
23
 な
め
し
革
・
毛
皮
・
同
製
品
3,
50
0
1,
30
3
63
3
34
1
68
 通
信
76
,0
96
50
,9
77
18
,0
47
2,
64
5
24
 ガ
ラ
ス
・
ガ
ラ
ス
製
品
6,
57
7
3,
24
1
1,
19
7
18
2
69
 放
送
14
,0
75
6,
53
1
2,
40
7
26
8
25
 セ
メ
ン
ト
・
セ
メ
ン
ト
製
品
1,
40
7
56
4
28
9
52
70
 情
報
サ
ー
ビ
ス
43
,9
86
27
,5
96
15
,0
57
3,
26
8
26
 陶
磁
器
・
そ
の
他
の
窯
業
・
土
石
製
品
9,
93
3
4,
05
7
2,
11
5
60
2
71
 イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
附
随
サ
ー
ビ
ス
6,
51
4
2,
74
1
1,
31
3
35
2
27
 銑
鉄
・
粗
鋼
・
鋼
材
76
,5
05
16
,1
92
5,
17
7
75
5
72
 映
像
・
文
字
情
報
制
作
21
,1
23
10
,1
10
5,
74
6
88
4
28
 鋳
鍛
造
品
3,
87
0
1,
68
5
82
0
12
8
73
 公
務
9,
91
2
6,
24
8
5,
87
2
55
5
29
 そ
の
他
の
鉄
鋼
製
品
31
,9
70
8,
10
4
5,
52
1
77
6
74
 教
育
27
,1
73
20
,7
26
16
,3
68
2,
52
2
30
 非
鉄
金
属
製
錬
・
精
製
27
,7
29
7,
80
2
3,
43
3
45
8
75
 研
究
17
9,
15
7
10
5,
70
9
83
,8
08
10
,1
80
31
 非
鉄
金
属
加
工
製
品
10
0,
40
6
25
,9
41
14
,7
21
3,
07
5
76
 医
療
・
保
健
23
,3
32
12
,7
60
8,
84
5
1,
99
7
32
 建
設
・
建
築
用
金
属
製
品
4,
03
3
1,
42
5
82
9
21
8
77
 社
会
保
障
4,
57
9
3,
32
9
2,
93
2
1,
14
7
33
 そ
の
他
の
金
属
製
品
45
,4
41
22
,9
15
16
,6
84
3,
18
5
78
 介
護
2,
15
9
1,
56
9
1,
19
3
40
7
34
 一
般
産
業
機
械
2,
90
6
1,
12
6
66
6
95
79
 そ
の
他
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
14
,1
67
8,
81
5
7,
11
9
1,
90
0
35
 特
殊
産
業
機
械
2,
57
3
96
0
59
2
90
80
 広
告
43
,2
38
13
,4
28
6,
24
5
1,
29
3
36
 そ
の
他
の
一
般
機
械
器
具
及
び
部
品
1,
20
2
53
0
35
8
67
81
 物
品
賃
貸
サ
ー
ビ
ス
93
,1
16
61
,2
46
9,
65
5
2,
06
1
37
 事
務
用
・
サ
ー
ビ
ス
用
機
器
1,
37
0
30
4
13
7
48
82
 自
動
車
・
機
械
修
理
74
,5
47
25
,2
01
17
,4
40
4,
67
5
38
 産
業
用
電
気
機
器
1,
09
2
34
0
23
2
46
83
 そ
の
他
の
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
16
5,
34
5
12
8,
92
3
89
,5
15
25
,0
03
39
 電
子
応
用
装
置
・
電
気
計
測
器
28
8
5
1
84
 娯
楽
サ
ー
ビ
ス
27
,2
08
18
,0
63
5,
61
0
2,
56
2
40
 そ
の
他
の
電
気
機
器
3,
55
7,
44
3
1,
01
5,
83
1
45
5,
11
4
14
4,
82
2
85
 飲
食
店
47
,5
40
21
,0
20
12
,2
68
8,
59
6
41
 民
生
用
電
気
機
器
8,
21
2
2,
22
3
83
8
20
4
86
 宿
泊
業
17
,1
03
8,
32
1
4,
17
7
1,
86
0
42
 通
信
機
械
・
同
関
連
機
器
9,
36
2
2,
28
3
1,
31
4
25
9
87
 洗
濯
・
理
容
・
美
容
・
浴
場
業
18
,5
29
13
,6
85
6,
10
5
3,
84
3
43
 電
子
計
算
機
・
同
付
属
装
置
2,
94
8
64
4
20
4
65
88
 そ
の
他
の
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
27
,7
84
20
,7
17
8,
86
4
4,
18
2
44
 半
導
体
素
子
・
集
積
回
路
－
13
－
5
－
3
－
0
89
 事
務
用
品
13
,5
57
0
0
0
45
 そ
の
他
の
電
子
部
品
5,
01
1
1,
20
9
73
9
14
3
90
 分
類
不
明
24
,8
08
－
4,
99
5
64
1
60
4
91
 内
生
部
門
計
7,
50
8,
37
6
3,
35
5,
77
9
1,
68
0,
74
1
41
4,
11
6
注
）
1
次
効
果
と
は
直
接
の
波
及
効
果
、
2
次
効
果
と
は
1
次
効
果
で
生
み
出
さ
れ
た
所
得
が
消
費
を
通
し
て
生
産
を
誘
発
す
る
効
果
を
意
味
す
る
。

